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経済学研究 45-1
北海道大学 1995.5

多数財リカードゥ型モデルと国際資本移動

佐々木隆生

はじめに

リカードゥ型国際価値論モデルは，産業構造

の変化に伴って，労働や経営に体化された技術

が，資本財に体化された技術に比して重要にな

るとともに，一個の「支配的事実」をふまえたモ

デルとしての意義を再獲得してきた。このこと

に基づいて，私は，労働の質の相異を組み込んだ

純粋労働価値諭に立つ国際価値論ー修正され

たリカードゥ価値論モデルーを提唱し，そのモ

デルの枠組みの上に実物資本の国際移動を考察

し，国際間の利潤率均等化運動の特殊性，並び

に国際資本移動と国際分業形成との関係につい

て明らかにし，いわば直接投資の一般理論を検

討してきた九他方，リカードゥ型モデルは，ド

ーンブッシューフィッシャ一一サミュエルソ

ンによって，多数財を連続体として把握する方

法の上で革新されてきた2)。ここから，私の修正

されたリカードゥ型モデルを更に一般化するこ

とと，モデルに貨幣を導入する試みを共に追究

する目的で，私は， リカードゥ型モデルにおけ

る貨幣による価格表現をドーンブッシューフ

イッシャ一一サミュエルソン型モデルを利用

して行ってきた3)。本論は，そうした試みの枠内

で再び実物資本の国際移動を考察し，修正され

たリカードゥ型モデルでの考察の射程を検討す

るものである。

1)佐々木隆生(1994-II)pp.189-233. 

2) Dornbusch with Fischer and Samuelson (1977) 
3)佐々木隆生 (1994-1 ) 

I 多数財リカードゥ型モデ、ルの基本骨格

世界市場に任意の2国のみが存在すると仮定

しよう。 n個の最終財が労働によってのみ生産

されていると仮定し，それらの財は総て世界市

場商品であるとする。自国の労働投入係数をai

で表現し，外国のそれには*を付けてぬ*とし，

i=1，2，3，...， n-l， nはぬ*/aiの数値の大きい

順序に従うインデックス・ナンバーであるとす

る。労働に体化した技術並びに労働を指揮する

経営に体化した技術はある1国の中では平準化

しており，規模に対して収穫不変であるとしよ

う。すると，双方の国の絶対的生産力水準の相

異に関係なく，自国の各財の比較優位の順序の

配置が次のように表わされることになる。

(1.1) a~ * >金二>・・・>与ニよ>一虻。 a2 an-l an 

ここで，自然数によって表されている財の順序

が，[0， 1Jの聞に濃密に存在し，それを連続体

(continuum)として把握しうるものとし，特定

α九

z 

図l 労働投入係数比関数
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図2 国際相対価格関数
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z 。
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の財はその連続上の一点に配置されていると仮

定すれば，以下のような労働投入係数比関数の

存在を設定しうる。この関数は幾何学的には，

図 1のように，zを横軸にした時，横軸に沿って

原点に近いところからz=lまで次第に値を小

さくする右下がりの曲線として表わされうる。

(1.2) 
生/、

A(z) =立一一一，A'(z)<O 
(z) 

ここで与えられた比較優位の順序付けは，そ

れ自体では比較優位と比較劣位の区別をもたら

すものではない。その区別は貨幣の導入による

価格表現によって果たされることになる。今，

貨幣1単位が代表する労働量をμ，自国通貨建て

の為替相場をEとすれば，両国の価格ρ，P*は，

(1.3) 
~ * 

ρzこと'-ρ ニヱヤ・E
μμ  
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となる。ここから，以下のような国際相対価格

関数が得られる。

(1. 4) 
A(z) 

P (z)二一一-"，--，
~ 
μE 

P' (z) <0 

国際相対価格関数は，第一に，労働投入係数

比関数と両国の貨幣の代表労働量によって決定

される。第二に，国際相対価格関数は為替相場

によってはじめて描かれうるものとなる。 μ，

μ*自体の単位はそれぞれの国の貨幣単位にすぎ

ない。 E=lの時のみ，各国の貨幣 1単位のそ

れぞれ代表する労働量が直接に等しいものと計

算されうるのである。 μE=μ*の時にP(z)は

(1. 2)式のA(z)と等しくなる。幾何学的に言え

ば，図 2のように， μ*/μE<lの時は，P(z)は

A(z)よりも傾斜をきっくしながら上方にシフ

トし， μ*/μE>lの時は，P (z)はA(z)よりも傾

斜をなだらかにしながら下方にシフトする。こ

うして，例えば，外国の貨幣1レストが外国のl

人の労働を代表し， 1円が自国の0.005人の労働

を代表している時に，為替相場1レスト=￥100

が与えられることにより，外国の1レストの代表

する1人の労働と自国の100円が代表する0.5人

の労働とが等置されることになる。各国の質の

異なる労働，したがって生産力の異なる労働は

このようにして相互に換算されるものとなる。

そして，その結果，インデックス・ナンバーで示

せば向*/αm二 1/0.5=2/1であるような，第m財

の両国の圏内価格は世界市場において等しいと

される。比較優位と比較劣位の区別は，国際相

対価格関数の値が1であるこのような財を基準に

して与えられる。値が1より大の財は比較優位

財であり，値が1より小の財は比較劣位財である。

このような国際相対価格闘数の成立を基礎に

所与の2固にわたる世界市場価格が与えられる。

輸入による労働節約が貿易の利益となるリカー

ドゥ的枠組みを生かすとすれば，貿易に参加す

る国はいずれも自国で生産するよりも低廉な価

格で輸入しうることに利益を見いだすことにな

る。そうであるとすれば，自国の比較優位財の
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世界市場価格は自国の価格と等しくなり，比較

劣位財の世界市場価格は外国の価格と等しくな

る九そこで世界市場価格ム即と自国の財の価格

ρzとの関係を，国際相対価格関数と同じように

幾何学的に描けば，図3のように，国際相対価格

関数P(z)=1となるような財の種類をzmとした

場合，P，ω(z)二九(z)/ρ(z)は， O~玉 z 三五 zmの区間

で1となり，Zm~玉 z 孟 1の区間でp* (z) /ρ(z)と等

しく ，zmから屈曲して右下がりに1より小の値

をとることになる。

E 所得分配と世界市場価格

国際相対価格関数によって決定されている価

格体系の下で，所得分配が行われる。リカード

ゥ型モデルの基本特徴から，

(2.1)あ=aiω(1+r)，あ*二ai*ω*(1 +r*)E 

であり，貿易開始前には， ωとrは共にその国に

おいてはどの財の生産部門においても均一で、あ

るo ここから，

(2.2) P(z)= A(z) 

ω(1 +r) 
ω*(1+r*)E 

A(z) 

-y-
y*E 

が導かれる。 yは労働n単位が生み出す純所得で
ある。ただし，仮定から判るように，この式は

直ちに国際相対価格を従属変数とする関数を表

現するものではない。相対価格は，既に(1.4)式

によって与えられているからである。もし，貨

4)リカードゥは，貿易利益を労働節約効果に，つまり
輸入品の価格低廉化による賃金の低廉化に求めた。
その論理を生かし，かつモデルの2国が双方の価格に
影響を与えうる規模の経済であるとすれば，世界市
場価格は比較優位財の生産国の価格でなければなら
ないことは一見して明らかであろう。もっとも，リ
カードゥがその論理で徹底して貿易論を展開してい
るとはいえない面も存在する。例えば，生産力の上
昇を扱ったところでは，リカードゥは輸入価格が自
国価格を基準に設定され，じたがって比較優位財生
産者が超過利潤を伴って輸出しうると想定している
(Ricardo， 1951， p.138，邦訳161ページ)。これは，
一つの混乱と言うべきであって，この場合には貿易
の労働節約効果は存在しないことになる。

幣1単位が代表する労働量，つまり貨幣の相対価

値が賃金と利潤のマーク・アップによって決定

されるような経済では，逆にこの式が(1.4)式を

規定すると言える。

このように両国の貨幣表現，したがって投入

労働の比較が可能になった時，同時に，両国の

労働l単位当たりの所得比も与えられる。つまり，

(2.3) 丘二= ω(1+r-) -=-y-
μEω*(1+ρ)E -y*E 

が得られる。前の例で言えば，労働I単位当たり

の自国の外国に対する所得比は，所得が自国で

1，000円とすれば外国では5レストで，為替相場

を媒介にして，先の第m財の労働投入係数比と

同じ2/1となる。生産力が高く表示される国の所

得が相対的に高くなることが明らかである。な

お，もし，為替相場を媒介にした賃金比が所得

比と同一になるとすれば，両国の利潤率も同ー

となる。自国の労働1単位当たりの賃金が900円

で，外国のそれが4.5レスト =450円であれば，

両国の利潤率は約11.1%となる。

以上に見た国民的な所得分配は，無論，世界

市場価格の成立によって変化をこうむらざるを

えない。賃金は外生的に国民的に決定されると

仮定しよう。すると，世界市場価格の成立とと

もに比較劣位財生産部門の利潤率は国民的平均

利潤率から事離することになる。そして，同時

に，部門毎の国際相対利潤率は異なることにな

る。このことに立ち入ってみよう。世界市場価

格が形成されると，利潤率は，価格，労働投入

係数，賃金，為替相場によって決定されること

になる。価格を九とすれば，自国と外国の各財

の生産部門の利潤率は次のようになる。

(2ht-IJ=治 D*E-1 
世界市場価格は，自国の比較優位財では自国の

価格に等しくなるので，自国の比較優位財生産

部門の国際相対利潤率は，

(2.5) 
ri 
* ri 
生*w*E弘二金笠i
aiω(ρi-ai*ω*E) 

他方，比較劣位財生産部門のそれは，
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(2.6) 会
となる。

G*ω*E(ρ，*-aiW) 
aiω(ρ;*-a;*w*E) 

一目して判るように，各部門の国際相対利潤

率はまづ第一に，賃金比及び為替相場によって

全部門にわたって規定される。自国の労働1単位

当たりの賃金が900円であり，外国のそれが4.5

レスト，為替相場が1レスト=￥100であるとす

れば， ω*E/wは1/2である。外国の賃金が自国

の賃金よりも高ければそれだけ，また為替相場

が安くなればなるだけ自国の利潤率は外国のそ

れに対して高くなるであろう。第二に労働投入

係数比が大であればあるほど自国のその部門の

利潤率は外国の同一部門の利潤率に比して高い。

後で述べることを度外視すれば，賃金比及び為

替相場によってω*E/ω=1/2の時は，ai*jαz二

2/1以上の値をとる財の生産部門において自国

の利潤率は外国の利潤率に等しいか，あるいは

それより大となる。第三に，国際相対利潤率は

世界市場価格から投入労働コストを差し引いた

もの，つまり利潤量によって決定されるが，利

潤量が本源的圏内価格成立時から黍離する程度

は世界市場価格によって決定される。自国にと

って比較優位部門にあたる財の生産部門では，

世界市場価格は自国の価格と等しくなり，外国

の当該部門の価格よりも低下することから，外

国の当該部門の利潤の縮小によって国際相対利

潤率は自国に有利となる。比較劣位部門では逆

に低くなる。世界市場価格は自国の価格よりも

低い外国の価格によって支配されるからである。

こうして利潤率の国際的相異が，世界市場価格

の成立とともに，各部門毎に生ずることになる。

E 国際資本移動の制約条件

もし，労働1単位当たりの賃金比が所得比と等

しくないとすれば，国際的に利潤率は相異する。

また世界市場価格の成立の上では，各財の生産

部門毎に国際的に利潤率は相異する。国内，国

際を問わず資本移動が利潤率によって規定され

るとし，移動に伴うリスクや不確実性が存在し

ないとすれば，国際資本移動は利潤率均等化を

もたらす資本移動の一環をなすことになろう。

だが，国際的利潤率の相異があったとしても，

また国際資本移動に関してリスクや不確実性が

存在しないとしても，利潤率の国際的均等化を

もたらすような資本の移動が直ちに生ずるとは

言えない。前の研究で明らかにしたように，国

際資本移動には，二つの制約条件が存在するか

らである5)。論理の展開上，簡単にこのことに

触れておこう。第一に，キンドルパーガーが直

接投資論で明らかにしたように，外国の特定の

財の生産部門に投資する自国の資本は，何より

も外国の同一部門の資本応対して競争上優位を

占めなければならない6)。このことは，競争が

価格競争を意味し，また価格競争が生産力によ

って供給側から規定されているとすれば，投資

国の生産力が被投資国よりも高くなければなら

ないことを意味する7)。外国に投資されて生産

される財の労働投入係数は，現地の資本によっ

て生産される財の労働投入係数よりも低くなけ

ればならない。こうして，まづ，国際資本移動

の方向が限定される。賃金比が2/1になるような

前に見た例をモデルが代表しているとすれば，

外国から自国への資本移動はありえないのであ

る。

ところで，外国に投資された資本が雇用する

労働は外国の労働であるから，生産力の高い国

における技術を体化した労働を被投資国で充用

することは不可能でーあることから，自国の資本

5)佐々木隆生 (1994)215-219ページ。

6) Kindleberger (1969) pp.11-14，邦訳 26-29ぺー

ジ。

7)キンドルパーガーは，直接投資を行う企業が現地企

業に対して有する優位を「独占的優位(monopolistic

advantage) J と呼んだ(jbid.p.13.邦訳 29ページ)。

この呼びかたは，直接投資企業が，少なくとも容易

には消滅しない，つまり経過的ではないような優位

を現地企業に対して有しているという論理を含んで

いる。したがって，自由競争が存在しでも，技術が

容易には国際間で移転しえない場合には，キンドル

ノTーガーの論理を適用することが可能である。



1995.5 多数財リカードゥ型モデlレと国際資本移動 佐々木 81 (81) 

が外国において就業させられる時に被投資国で

ある外国の資本よりも低い労働投入係数で同ー

の財を生産しうるためには，労働の組織化など

の経営に体化された技術が投資国資本に備わっ

ていると見なければならない。その結果，現地

労働を充用して，自国で生産するのと同様かも

しくはそれより若干大であるとしても被投資国

資本よりも低い労働投入係数で生産しうること

が可能になるのである。無論，したがって，労

働投入係数比がはじめから1よりも小であり，自

国よりも外国の労働投入係数が低い場合には，

国際資本移動はありえないことになる。

第二に，よしんば，外国の利潤率が全般的に

高かったとしても，自国の資本が外国の総ての

財の生産部門に参入することはない。自国の生

産力の高さは，それが実現しうる諸条件が自国

にあることを意味している。より具体的に，モ

デルに即して言えば，技術を体化した質の高い

労働が自国に存在することによってはじめて自

国の生産力の高さは実現しえている。そうであ

るとすれば，外国に投資される資本が被投資国

資本より高い生産力を実現するためには，レー

ニンが「資本輸出の可能'性」で明らかにしたよ

うに，それが可能となるような質の労働を見い

ださなければならなし刊。だが，そのように高

い質の労働を自国資本は外国において見いだす

ことが可能であろうか。労働投入係数比が大き

い財の生産部門では，高い自国の質の労働の充

用が外国に比して大きな生産力差を自国にもた

らしていると見るべきであろう。そうであると

すれば，外国のそのような部門には，自国の資

本は参入しないと考えられうるであろう。これ

に対して，自国の労働の質の高さにもかかわら

ず，労働投入係数比が小の財の生産部門にあっ

ては，労働の質の差が相対的に意味を有してい

ないと見るべきであろう。けだし，未熟練労働

や単純労働によって生産可能な，つまり生産性

が低度かもしくは単純労働が支配的な生産諸部

8) Lenin (1960) s.245.邦訳 227ページ。

門では，どのような熟練労働や技術を体化した

高学歴労働を充用しでも容易に生産性は増加し

ないからである。

このように考えると，モデルが想定している

世界では，国際資本移動は，ある狭い範囲にお

いてしか生じないことになる。具体的には，相

対的に生産力の高い固から，生産力の低い国の

比較優位財生産部門に刊しかも投下資本が被

投資国資本が生産する場合よりも少ない労働で

その財を生産しうる部門に資本は移動するので

ある。

町 国際資本移動と利潤率の均等化

モデルに即して国際資本移動が生じる場合を

限定しよう。まづ，国際資本移動に関するキン

ドルパーガーとレーニンの条件を具体化すれば，

外国に投資された自国資本の生産に要する労働

投入係数をbで表現し i財の内で国際相対価格

が1となる財のインデックス・ナンバーをmと

して m十1以上のインデックス・ナンバーをも

っ財(自国の比較劣位財)で， しかもぬ*/a;>l

であるようなRオのインテやックス・ナンノfーをあ

らためてjで表現した時，以下の式が成立してい

ると言わねばらならない。

(4.1) めさ三ん<α'i
!~>1. ~~>1 
Y.ιωTι  

次ぎに，自国の比較劣位財である j財の世界市

場価格は外国の価格と等しいという仮定から，

以下のような利潤率の相異が存在しなければな

らない。勾Jは外国に投資した場合の利潤率を

表わす。

(4.2) 主
Ybj 

<
 

ω
一E
偽
一
*一一一w

*

7

ふ
d

丸一一
E
一あ
ω
一ω
b
巴一向

9)このように言えば，現代の先進国間直接投資が「相

互投資」を伴っていることを解明しえないのではな

いかという疑問が生じるかもしれない。これに対し

ては，現代の先進国間直接投資は独占的大企業に担

われており，競争の諸条件が全く異なることを想起

すればよいであろう。
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ここで，もしん=めならば，bjw*E/ajw<l， 

(ρIj*-ajω)/(ρ'/-bjω*E)<lが成立し，この式

が成立することは明らかであろう。問題は，あ

げて外国に投資された際の労働投入係数がどの

程度になるのか，言い換えれば外国における労

働の生産力の可能性にかかることになる。その

意味では，キンドルパーガーの条件とレーニン

の条件lは， (4.1)よりも厳しいものであると言わ

ねばならない。

他方，外国における j財の生産のために投下

された資本の利潤率は，世界市場価格が自国価

格と同一になる自国の比較優位財生産部門の利

潤率と比較されなければならない。ここで，自

国の比較優位財となる i=lから m までの財の

インデックス・ナンバーを，あらためてhで表す

とすれば (k=1，2，...，m-2， m-1)， 次の式

が満たさなければならないことになる。この式

が満たされなくなった時には国際資本移動は終

息し，資本移動は古典派が想定したように国内

の生産諸部門聞に限定されることになる。

-~W キE(仏-akω) 壬二1(4.3) 二L
rbj ぬω(P/-bjw*E)一

仮定から rbj>げであり，価格変化が無い限

りゲは外国の貿易開始前の一般利潤率に等し

く， ηは自国の貿易開始前の一般利潤率に等し

い。したがって，もし賃金比が所得比に等しく，

利潤率が貿易開始前に両国で等しいか，もしく

は外国の賃金が所得の割に低く外国の利潤率が

貿易開始前に一般的に自国よりも高いとすれば，

この式は成立することになる。換言すれば，w/ 

ω*E<y/y*E(=μ*/μE=am*/α前)で，この相

対コストの高さを，自国から外国に投資して生

産する際の労働投入係数の低下によって埋めら

れない場合には，古典派のケースが存在し，国

際資本移動は生じないことになる。

なお，一点，これまで単純化のために無視し

ていた点に触れなければならない。自国から外

国に投資された資本は，キンドルパーガーの条

件から被投資国の資本が充用するより少ない労

働を充用する考えられた。それによってはじめ

て，投資された資本の競争上の優位が確保され

たのであった。このことは，おそらくは外国の

価格体系に影響を与えずにはいないであろう。

つまり，世界市場価格を決定する外国の比較優

位財生産部門では，自国から投資された資本が

被投資国資本よりも低廉な価格で供給すること

が可能となるのであり，もし投資された資本が

競争上の優位を保ったまま低廉な生産費と外国

の本来の価格との差額を超過利潤として獲得し

ない限り，世界市場価格は外国の価格よりも低

廉となるからである。当然のことながら，その

場合には， (4.2)式， (4.3)式の成立はより厳し

く制限されることになる。

こうして，生産力の発展した固から生産力の

劣る国の比較優位部門に国際資本移動が生ずる

か否か，また均衡が生じるか否かは，ある国際

分業構造を所与とすれば，投資先においてどの

程度生産力の高い労働を雇用しうるかという点

じ賃金比及びその変動とにかかることになる。

他方，貨幣の相対価値，為替相場，そして労

働投入係数比が変化することによっても国際資

本移動は影響を受けることが明らかである。こ

のことは，2財モデルとは異なってモデルが多数

財からなり，かつ貨幣的に価格が表現されてい

ることによってもたらされている。貨幣の相対

価値と為替相場の変化は総ての財の価格体系に

影響を与え，比較優位財と比較劣位財とをわか

っ財の種類を変化させ，国際分業構造を変える

ことによって資本移動の方向に影響を与える。

労働投入係数比の変化は，貨幣的要因の変化と

は異なって総ての財の価格に一様な影響を及ぽ

すとは言えないが，一方では，価格体系全般に

影響を与えて国際分業構造を変化させうる可能

性を有し，他方では，不均等な価格変化を通じ

ても国際相対利潤率の変化を規定する。

V 修正の方向

これまでの検討結果は，貿易障壁の存在しな

い場合の，特に製造工業部門の国際資本移動の
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よく反映していると誘えよう。だが，問

題が存在する。モデルの性格から，キンドルパ

ーガー及びレーニンの条件が描たされ，また賃

金比が労働の質を反挟して決定されている場合

には，生産力の高い菌から生謹カの劣っ

比較f憂金部門に資本が全鰻的に移動し，外生的

むつまり長期的に決定さ

じない課り，資本は外器に全般的に流出するこ

とになってしまうのである。このよう

現実には存在しない。車接投資奪行うどのよう

な調にも比較優位財が存在し，全般的な産業空

洞化が生じることはないからである。しかも，

この問題は既に理論に反映するところとなって

いる。…盤的に輪出が拡大すれば次第に渡接投

資が生じるといったナイーヴな多国籍企業論凌

批判して，ダニングや村湾f袋三は比較優位陣生

産部門の直按投資が単純には生じないことを指

請し，ぞれによって多間籍企業論は一つの魂議

的深化へと脅かったと言ってよいからである問。

このような問題生成の起源が，モデ、ノレの性格

にあることは議かであろう O 利謡率は変酷しう

るが.f誼格と賃金は間定的に設定されているか

らである O 問題を解決するためには，利i爵だけ

でなく，註界市場舗務や賃金が伸縮的な場合を

想定しなければならない。そして，それはまた

より適合的でもあるし，支配的な毒事実を

反映した経済理論が受容してきたところでもあ

ろう。第一に，多数霞からなる世界市場で，も

し一物認が爽現するほどに市場が統合おれて

いるとf反定すれば，苦界市場館格は，マーシャ

ノレの特殊経費曲線が右上がりの場合と等しく，

多数の塑の生還費と生産量設が階梯状に酷還され

る

ろう。

よって決定されるととにな

賃金が生意力あるいは生存費を

反映して外生的にある水準で決定されるとして

も，それは長期的にある場復?と鰐係し，更にま

たそうした水準の決定過穂?は，賃金需の値格

10) Du叩口Iねli加ng(19鈴83幻)pp.ユl在∞寺 102 
5ω9ぺ一ジ。

と，失業主立ぴに鞘潤率が部門毎に異なるこ

とから生じる労欝需給の状態によって変化しう

るであろう。

換言すれば，問題の解訣は，需擦の1J!日商を考

察しない隈り全面的には解決しえないものであ

ろう。しかも， るにしても，

モデルにドーンブッシューブイツシャ…ーサ

ミュエルソン型モデルの需要関数を敬り入れる

ことによっては問題の解決は来たされえないの

である。第一に，ぞれは，コブーダグラ

要関数を想定しており，世界市場錨格が変動し

ても賃金に影響は生じないように設計されてい

る1九第ニに，よしんばこの仮定を外して，世界

市場価格の変動が黄金財価格を変動きせ，結果

として賃金そ変動きせるとしても，賃金貫主的抵

廉化は外醗と自臨てる対都的に生じるのであり，

鍍金比そ根本的に変化させはしないであろう G

開題解決に必要な分析枠組みそ総て， ドーン

ブ介ツシューブイツシャーーサミュヱノレソン型

の多数財モデルに導入することは，無論l2EI難で

ある。だが，モデルにより一般的な態義をもた

せるためには，モデルのt世界市場飾格について

撞く簡単な修正をほどこすだけで，関盤解決の

方1匂は明らかとなる。この点について述べてお

こう。

モデルでは，比較懐金財生態調のfrlli格が世界

指場価格を決定することになっていた。これは，

一商では繋務科議後労f動範約効果に隈定しよう

とするリカードゥ的な改定後，地面では2闇モデ

ルであるこたを反映していたと替えよう。この

隈界を払ってみよう。つまり，貿易利益が賭過

利潤なり生産省余剰という準地代の形態で存在

しうることを承認し，また価格が多数儲からな

る世界市場において決定されること令モデルが

皮挟ずるようにすればよい。摂えば，世界市場

額格が所与の2関の鑑格の中期に定まる kしよ

う。その時，告盟の髄搭に対する世界市場鑓格

11) Dornbusch with Fisch芭rand SamueJson (1977) p. 

824. 
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を表現する国際相対価格関数は，p (z)とρ=1

の中聞に描かれる。また，外国が残余世界を代

表するとし，自国が小国で外国の価格が世界市

場価格であるとしよう。この時はp(z)がそのま

まρ却 (z)/ρ(z)を表現することになる。この両ケ

ースの場合には，自国の比較優位財生産部門に

世界市場価格と自国価格の差額にあたる超過利

潤が入り，劣位部門には負の超過利潤が生じる

ことになる。しかも，利潤率は各部門毎に異な

ることになる。そうであれば， (4.2)式の価格を

あ叩に置き換えた式の成立はより明確になる一

方， (4.3)式の価格をあm 九回に置き換えた式の

成立は自国の比較優位財生産部門の超過利潤の

大きさによって左右されることになるであろう。

この結果，全般的な産業空洞化が生じるといっ

た問題はモデルからも否定しうることになるの

である。

無論，このようなモデルへの修正が最小限の

ものであり，問題の解決を根本からもたらすも

のでないことは確かである。賃金の問題は回避

されており，また世界市場価格の変化も内生化

されているとは言えないからである。このこと

は，更に，国際資本移動が引き起こすマクロ経

済的不均衡の問題を考えるとき決定的な弱点と

なろう。一見して判るように，国際資本移動が

モデルによって生じた場合には，国際資本移動

は自国の賃金基金の削減，つまり雇用の削減を

意味し，他方外国に参入した資本は，被投資国

の資本の遊休をもたらすのである。短期的には

ともかく，長期的にそのような不均衡が生じる

とは，支配的事実から見ても，また理論的に見

ても想定しえないであろう。ここから，より価

格と賃金が変化しうるようなケースの考察が要

請される。例えば，先に述べたように，比較優

位財生産部門に超過利潤が生じるような場合に，

自国の比較優位部門の利潤率の高さが生産拡大

を決定づける一方，賃金もまた各部門の利潤率

の相異に基づく労働需給の変化によって変動し

うるであろうし，そうした変化の中で，労働の

完全雇用と資本の完全充用をもたらす均衡点に

対応するような価格，賃金，利潤率水準が決定

されてゆくであろう。このような問題を考察し

うる枠組みが必要とされるのである。

無論，一言しておくと，このように価格が変

化するとしても，利潤率の均等化は，限定され

た範囲でしか生じない。投資国の利潤率と外国

に投資された利潤率の聞には，確かに均等化運

動が生じる。だが，少なくとも，外国に投資さ

れた資本と被投資国の資本の利潤率は，労働投

入係数の相異を反映して均等化しないであろう。

したがって，マクドゥガ1レーケンプのような資

本の限界生産力均等化は12)，直接投資の場合に

は想定しえないのである。それは，むしろイン

カム・ゲインを目的とする間接投資を説明する

のにふさわしいとも言えるのではなかろうか。

VI 結びにかえて

これまでの考察は， 2国2財からなる修正され

たリカードゥ型モテゃルの枠で、検討した結果をほ

ほ、追認するものとなっている。異なるのは，比

較優位財と比較劣住財をわかっ基準が明らかに

され，それが資本移動に影響を及ぽすことが明

確になった点であろう。前に，純粋労働価値説

から離れて資本財を導入し，ワルラス型分配が

行われるとしたモデルでも，修正されたリカー

ドゥ型モデルの考察の有効性を確認したが引

ここに，修正されたリカードゥ型モデルでの考

察が，多数財モデルにも妥当する普遍性を有し

ていると結論することができるのである。

しかしながら，国際資本移動論研究は端緒に

ついたばかりと言わざるをえない。前の機会に

12) MacDougal (1960)は，資本の限界生産力が資本量の
増大につれて低下すると仮定した上で，国際問で資
本充用量に差が存在し，したがってまた資本の限界
生産力に相異があるときには，速やかに資本が国際
聞を移動し，資本の限界生産力は均等化するという
単純なモデルを提唱した。それは，アダム・スミスの
国際資本移動論をそのまま定式化したようなもので
あったと言えるであろう。この論点、については，佐々
木隆生 (1994~ II) 49~58ページを参照されたい。

13) 佐々木隆生 (1994~ II) 225~227ページ。
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述べたように，国際資本移動論は，修正された

リカードゥ型モデルでのプリミティブな検討に

よっては到底終わることのない課題を提起して

いる 14)。そうした課題の一部については，既に乙

の研究の中でも触れた。しかし，全く触れるこ

とができなかった問題領域も存在する。中でも，

間接投資論を極度の抽象性から救い出し，その

上で直接投資論と総合し，経済均衡と国際資本

移動の関係を明らかにすることは喫緊の課題と

言えよう。今後，そうした問題に立ち入ること

を約して，本論を閉じることにしたい。
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